
4

人
々
が
日
常
利
用
す
る
道
路
や
鉄
道
な
ど

の
イ
ン
フ
ラ
。
高
度
経
済
成
長
期
以
降
に
整

備
し
た
イ
ン
フ
ラ
が
今
後
急
速
に
老
朽
化
し

て
い
き
ま
す
。
イ
ン
フ
ラ
を
安
全
に
よ
り
長
く

利
用
す
る
と
と
も
に
、
中
長
期
的
な
維
持
管

理
・
更
新
に
係
る
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
の
縮
減
と

毎
年
必
要
と
な
る
予
算
の
平
準
化
を
図
る
た

め
に
は
、将
来
を
見
据
え
た
維
持
管
理・更
新

の
取
り
組
み
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

国
土
交
通
省
で
は
、
平
成
24
年
12
月
に
発

生
し
た
中
央
自
動
車
道
笹
子
ト
ン
ネ
ル
天

井
板
落
下
事
故
な
ど
を
踏
ま
え
、
平
成
25
年

１
月
、国
土
交
通
大
臣
を
ト
ッ
プ
と
す
る「
社

会
資
本
の
老
朽
化
対
策
会
議
」を
設
置
し
て
、

平
成
25
年
３
月
に
老
朽
化
対
策
の
全
体
像

を
工
程
表
と
し
て
と
り
ま
と
め
ま
し
た
。

さ
ら
に
、「
社
会
資
本
老
朽
化
対
策
推
進

室
」を
設
置
し
、平
成
25
年
を「
社
会
資
本
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
元
年
」と
し
て
、
イ
ン
フ
ラ
の
老

朽
化
対
策
に
つ
い
て
の
、
総
合
的
・
横
断
的

な
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

建
設
後
50
年
が
経
過
す
る
橋
は

20
年
後
に
は
65
％
へ

米
国
で
は
、
１
９
８
０
年
以
前
、
道
路
の

維
持
管
理
に
十
分
な
予
算
が
投
入
さ
れ
ず
、

１
９
８
０
年
代
初
頭
に
は
す
で
に
道
路
施
設

の
多
く
が
老
朽
化
し
、「
荒
廃
す
る
ア
メ
リ

カ
」と
呼
ば
れ
る
ほ
ど
、
劣
悪
な
状
態
に
陥
っ

て
い
ま
し
た
。

一
方
、
日
本
で
は
米
国
よ
り
30
年
ほ
ど
遅

れ
、
昭
和
39
年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
頃
に

整
備
さ
れ
た
首
都
高
速
１
号
線
な
ど
、
高
度

経
済
成
長
期
以
降
に
整
備
し
た
イ
ン
フ
ラ
が

急
速
に
老
朽
化
し
、
今
後
20
年
間
で
建
設
後

50
年
以
上
経
過
す
る
施
設
の
割
合
が
加
速

度
的
に
高
く
な
る
見
込
み
で
す
。

例
え
ば
道
路
橋
は
、
そ
の
割
合
が
平
成

24
年
３
月
の
約
16
％
か
ら
、
10
年
後
に
は
約

40
％
、
20
年
後
に
は
約
65
％
と
急
増
し
ま
す
。

技
術
・
制
度
・
財
政
面
で

地
方
自
治
体
を
支
援

イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
対
策
を
着
実
に
実
施

す
る
た
め
に
は
、国
の
み
な
ら
ず
、そ
の
大
部

分
を
管
理
し
て
い
る
地
方
自
治
体
の
取
り
組

み
が
重
要
で
す
。
国
土
交
通
省
で
は
、
地
方

自
治
体
で
の
老
朽
化
対
策
を
よ
り
実
効
性
あ

る
も
の
に
す
る
た
め
、
技
術
・
制
度
・
財
政

面
か
ら
の
支
援
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
地
方
整
備
局
、
国
土
技
術

政
策
総
合
研
究
所
や
土
木
研
究
所
な
ど
の

研
究
機
関
が
中
心
と
な
っ
て
、維
持
管
理・更

新
に
関
す
る
基
準
な
ど
の
策
定
や
情
報
提
供
、

地
方
自
治
体
職
員
に
対
す
る
研
修
、
施
設
に

重
大
な
損
傷
が
あ
っ
た
場
合
の
技
術
的
な
支

援
を
行
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
地
方
自
治
体

か
ら
の
技
術
的
課
題
な
ど
の
相
談
を
一
元
的

に
受
け
る
体
制
の
構
築
を
行
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
財
政
面
に
つ
い
て
は
、
平
成
24
年

建設後50年以上経過する社会資本の割合

道路管理者ごとの施設数（道路橋）

今
後
急
速
に
老
朽
化
が
進
む

　
　
　
イ
ン
フ
ラ
の
長
寿
命
化
へ
の
取
り
組
み

社
会
資
本

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
元
年

特
集

Ⅰ　

総
論

総合政策局
参事官（社会資本整備）付

（併）社会資本老朽化対策推進室
課長補佐

佐溝 圭太郎

道路橋
（橋長2m以上）

トンネル

河川管理施設
（水門等）

港湾岸壁
（水深-4.5m以深）

H24.3 H34.3 H44.3

16

18

24

7

40

30

40

29

65

45

62

56

数値は概算（単位：％）

※H23.3 時点 ※H33.3 時点 ※H43.3 時点

注）建設年度が不明な施設については、割合の算出にあたり除いている。

高速道路会社 2% 国 4%

都道府県
19%

政令市
7%市区町村

68%

道路橋
約 699,000 橋
（2m以上）

建設年度別施設数（道路橋）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H20（年度）

（橋）

H15H10H5H元S60S55S50S45S40S35S30S25

高度経済成長期に
建設のピーク

高速道路会社
国
都道府県
政令市
市区町村

平成24年度国土交通省調べ
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度
補
正
予
算
で
、
防
災
・
安
全
交
付
金
を
新

た
に
創
設
し
ま
し
た
。
こ
の
交
付
金
に
よ
り
、

自
治
体
が
行
う
防
災
・
減
災
対
策
や
老
朽

化
対
策
な
ど
を
重
点
的
に
支
援
し
て
い
ま
す
。

平
成
24
年
度
補
正
予
算
で
約
５
４
９
８
億
円
、

平
成
25
年
度
当
初
予
算
で
約
１
兆
４
６
０
億

円
の
予
算
を
計
上
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
、
今

後
も
こ
の
交
付
金
を
活
用
し
て
支
援
し
て
い

き
ま
す
。

　老
朽
化
対
策
の
効
率
化
に
向
け
た

技
術
の
三
つ
の
柱

老
朽
化
対
策
を
進
め
る
上
で
、
現
場
の
維

持
管
理
の
効
率
化
な
ど
が
必
要
で
す
。
こ
れ

ら
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
に
は
、
新
技
術

の
開
発・導
入
な
ど
の
推
進
が
重
要
と
な
っ
て

き
ま
す
。
国
土
交
通
省
で
は
三
つ
の
柱
を
立

て
て
、
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

一
つ
目
は
、
点
検
・
診
断
技
術
の
開
発
・

導
入
で
す
。
非
破
壊
検
査
な
ど
の
実
用
段
階

に
あ
り
な
が
ら
現
場
で
の
導
入
が
遅
れ
て
い

る
技
術
に
つ
い
て
、
公
募
を
行
っ
た
上
で
、
応

募
さ
れ
た
技
術
を
現
場
で
活
用
し
、
結
果
を

新
技
術
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム（
Ｎ
Ｅ
Ｔ
Ｉ
Ｓ
）

な
ど
で
公
表
す
る
こ
と
で
、
技
術
の
さ
ら
な

る
活
用
と
改
善
を
促
進
し
ま
す
。

二
つ
目
は
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の

開
発
で
す
。
例
え
ば
損
傷
が
大
き
い
箇
所
の

状
態
を
監
視
す
る
な
ど
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
技

術
に
つ
い
て
、
新
た
に
設
置
す
る
産
学
官
を

メ
ン
バ
ー
と
す
る
検
討
会
議
も
行
い
な
が
ら
、

ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
Ｉ
Ｔ
を
は
じ
め
と
す
る

先
端
的
技
術
の
適
用
が
で
き
る
か
な
ど
の
検

討
を
行
い
、
実
際
に
現
場
の
イ
ン
フ
ラ
で
検

証
し
ま
す
。

三
つ
目
は
、
維
持
管
理
情
報
の
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
の
構
築
で
す
。国
や
自
治
体
な
ど
が

管
理
す
る
イ
ン
フ
ラ
と
そ
の
維
持
管
理
に
係

る
情
報
を
統
一
的
に
扱
う
基
盤
と
し
て
整
備

す
る
シ
ス
テ
ム
で
す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
分
野
、段

階
で
整
備
・
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
分
析
す

る
こ
と
で
、
基
準
・
マ
ニュ
ア
ル
の
見
直
し
や

新
技
術
の
開
発
に
活
用
す
る
な
ど
、
維
持
管

理
の
効
率
化
・
高
度
化
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

イ
ン
フ
ラ
の
長
寿
命
化
に
向
け
た

戦
略
的
な
取
り
組
み

安
心
し
て
既
存
の
イ
ン
フ
ラ
を
利
用
し
続

け
る
た
め
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
施
設
の
特
徴

を
踏
ま
え
た
適
切
な
点
検
に
よ
る
現
状
確
認

と
、
点
検
結
果
に
基
づ
く
的
確
な
修
繕
の
実

施
が
不
可
欠
で
す
。

そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
に
つ
い

て
、
将
来
を
見
据
え
、
計
画
的
に
進
め
る
た

め
、
長
寿
命
化
計
画
な
ど
を
策
定
し
充
実
さ

せ
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

こ
の
た
め
、
国
土
交
通
省
で
は
、
今
後
３

か
年
に
わ
た
る
当
面
講
ず
べ
き
措
置
と
し
て

工
程
表
に
基
づ
き
、
ま
ず
は
、
現
場
の
イ
ン

フ
ラ
管
理
で
の
総
点
検
を
実
施
し
、
必
要
な

修
繕
を
速
や
か
に
行
い
ま
し
た
。
総
点
検
の

結
果
な
ど
を
踏
ま
え
て
、
維
持
管
理
・
更
新

に
係
る
情
報
の
整
備
、
更
新
の
あ
り
方
を

含
め
て
内
容
の
充
実
を
図
っ
た
長
寿
命
化
計

画
の
策
定
な
ど
、
平
成
27
年
度
以
降
、
維

持
管
理
・
更
新
に
係
る
本
格
的
な
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

（Plan･D
o･Check･Act

）
サ
イ
ク
ル
へ

の
移
行
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

中
央
自
動
車
道
笹
子
ト
ン
ネ
ル
天
井
板

落
下
事
故
の
よ
う
な
痛
ま
し
い
事
故
は
二
度

と
繰
り
返
さ
な
い
と
の
決
意
の
も
と
、
国
土

交
通
省
で
は
今
後
も
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
対

策
の
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

当面講ずべき措置 工程表（全体像・概要）

大量データの収集・分析

画像
データ

検索
システム

維持管理が容易な
インフラ設計に活用

点検・診断

適切な
補強・補修

データ転送・
情報処理

データ評価

維持管理
データ

地理空間情報の活用

IT、クラウド技術の活用

維持管理情報のプラットフォーム

長寿命化計画の
策定推進

長
寿
命
化
計
画
を
核
と
し
た
本
格
的
な
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
へ
移
行

H26年3月末 H27年3月末

緊急点検
道路、ダム、港湾、空港の
トンネル内附属物など

新幹線トンネル内モルタルなど

集中点検

※多くの施設を管理する地方公共団体などにおいては、H26年度
　以降も継続する場合もある

河川、ダム、砂防、海岸

道路（トンネル内附属物以外）、下水道、港湾、
空港、鉄道など

基準 総点検実施要領の策定、維持管理に係る基準・
マニュアルの見直し

情報 データベースの構築、情報の蓄積・充実・共有化

技術 非破壊検査など点検・診断技術の開発、導入
IT等を活用したイノベーション

長寿命化計画の記載事項の見直し

交付金による支援など　
長寿命化
計画

地方への支援（防災・安全交付金、技術相談窓口の機能強化、基準・
マニュアルの提供など）

維持管理などの担い手支援（建設産業、入札契約制度、PFI／PPPなど）

国土交通省に「社会資本老朽化対策推進室」を設置、道路法・河川法・
港湾法等の改正など

 予算、
制度等

7月

6月

プラットフォームに
よる一体的運用

新基準の運用

原則として通常
のＰＤＣＡサイク
ルの中で実施

H25年3月末

詳細は国土交通省HP「社会資本の老朽化対策会議」参照
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/sosei_point_mn_000003.html
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